
甲府市サービス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る事前協議要綱 

 

（目的） 

第１ この要綱は、高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成１３年法律第２６号。以下

「法」という。）第５条第１項のサービス付き高齢者向け住宅事業の登録に関し、あらか

じめ必要な手続き等を定めることにより、サービス付き高齢者向け住宅の適切な事業運

営を確保するとともに、同住宅の円滑な供給を促進することを目的とする。 

（対象者） 

第２ この要綱は、甲府市内においてサービス付き高齢者向け住宅事業の登録を受け、設置

（既存建物を改修又は用途転用する場合も含む。）しようとする者（以下「設置者」とい

う。）を対象とする。 

（事前協議） 

第３ 設置者は、都市計画法による開発許可の申請又は建築築基準法による確認申請を行

う前に、サービス付き高齢者向け住宅設置計画事前協議書（第１号様式）及び次に掲げる

事項を記載した書類を市長へ提出し、協議を受けなければならない。 

⑴ 設置主体に関する事項 

ア 商号、名称又は氏名及び住所 

イ 事務所の名称及び所在地 

ウ 法人の場合は役員氏名 

エ 未成年者である場合はその法定代理人の氏名及び住所 

⑵  敷地、建物等に関する事項 

ア 住宅の名称   

イ 所在地   

ウ 建物及び土地の権利の種別、内容 

エ 土地の権利関係   

オ 竣工の年月 

⑶  規模及び構造設備 

ア 登録申請対象戸数   

イ 建物の構造・階数   

ウ 居住部分の面積 

エ 共同利用設備   

オ 床面積表（登録基準への適合状況が分かるもの） 

カ 加齢対応構造等 

⑷  入居契約等に関する事項 

ア サービス付き高齢者向け住宅の入居者（以下「入居者」という。）の資格 

イ 入居の開始時期   



ウ 入居契約の形態 

エ 終身賃貸事業者の事業の認可の有無   

オ 入居契約書 

⑸  事業者が入居者から受領する金銭に関する事項 

ア 家賃、共益費、敷金の概算額   

イ 前払金の概算額   

ウ 前払金の算定基礎 

エ 返還額の算定方法   

オ 前払金の保全措置の内容 

⑹  住宅の管理に関する事項 

ア 管理の方式   

イ 高齢者生活支援サービス（以下「支援サービス」という。）提供の形態 

ウ 支援サービスの内容   

エ 支援サービス提供者の商号、名称又は氏名及び住所 

オ 委託する業務の内容 

⑺  住宅の維持及び修繕に関する事項 

ア 計画策定の有無  

イ 大規模修繕の実施予定  

ウ その他計画的な修繕予定 

⑻  住宅に併設する高齢者居宅生活支援施設に関する事項 

ア 施設の名称、位置、種類  

イ 提供される支援サービスの概要  

ウ 事業所の場所、番号 

⑼  高齢者居宅生活支援事業を行う者との連携及び協力に関する事項 

ア 連携又は協力の相手方の事業所の名称、住所  

イ 連携又は協力の内容 

⑽  次の計画への適合状況 

ア 介護保険事業計画  

イ 介護保険事業支援計画  

ウ 高齢者居住安定確保計画 

⑾  その他参考となる資料 

２ 前項の事前協議には次に掲げる図面等を添付するものとする。図面にはそれぞれ縮尺、

方位を表示するものとする。 

⑴ サービス付き高齢者向け住宅の位置を表示した付近見取図 

⑵ サービス付き高齢者向け住宅の間取り、各室の用途及び設備の概要を表示した各階平

面図 

⑶ サービス付き高齢者向け住宅の加齢対応構造等を表示した書類 



⑷ 入居契約に係る約款 

⑸ 住宅の管理又は支援サービスの提供を委託により他の事業者に行わせる場合にあっ

ては、委託契約に係る書類 

⑹ 法第７条第１項第８号に掲げる基準に適合することを証する書面 

⑺ その他必要と認める書類 

（事前協議済書の交付） 

第４ 市長は、第３の規定による事前協議の結果、設置計画の内容が登録基準に照らし適合

していると認めた場合は、設置者にサービス付き高齢者向け住宅設置計画事前協議済書

（第２号様式）（以下「協議済書」という。）を交付するものとする。この場合において、

設置計画の内容が登録基準に一部不適合である場合には、協議済書に不適合事項を記載

することとする。 

２ 前項後段の規定により、不適合事項を記載した協議済書の交付を受けた施設にあって 

は、サービス付き高齢者向け住宅重要事項説明書に当該不適合事項を記載するものとす 

る。 

３ 設置者は、建築基準法による建築確認申請を必要とする場合、原則として協議済書の交

付を受けた後に当該申請を行うものとする。 

（協議終了から登録申請までの状況報告） 

第５ 第４に規定する協議済書の交付を受けた設置者は、次に掲げる事項について、市から

進捗状況の報告を求められたときは、速やかに報告するものとする。 

⑴  用地の取得状況 

⑵  都市計画法、農地法、建築基準法の手続きの進捗状況 

⑶  資金調達及び融資の状況 

⑷  入居見込者確保の状況 

⑸  その他関連事項 

 

   附 則 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和元年１２月１４日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和７年１０月１日から施行する。 

 

 

 

 

 


